
（理論値）②　（千円） 10,192 10,746 10,370

トータルコスト①＋②　（千円） 18,215 18,782 18,338

単位当たりコスト　（円） 1,517,917 1,565,167 1,528,167

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
農業委員会は、農地法に基づく売買・貸借の許可、農地転用案件への意見具申、遊 農業委員会等に関する法律をはじめ、農地や農業を取り
休農地の調査・指導などを中心に農地に関する事務執行のため設置された行政委員 巻く関係法令や、予め省令等に定められた事務フローに
会であることから、業務フローに改善の余地はない。 より引き続き業務を遂行してく。
また、農地法や農業委員会等に関する法律に基づき、その所掌事務は詳細に定めら また、市長事務部局の農政担当と連携を密にし、市内の
れていることから、制度改正の余地はない。 農業振興に寄与していくこととする。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
農地法等に基づく各種申請・届出について、滞りなく処理することができた。
また、事務局において適宜市内納税猶予適用農地を巡回し、必要に応じた指導をす
ることで、農業委員会で行う年２回の農地パトロールをスムーズに実施できるよう
準備し、不適切な管理等に伴い納税猶予の期限

　

が確定される案件を最

令

小限にとどめ
るととも

和

に、納税猶予制度を受

3

けるにあたり必要な「

年

引き続き農業経営を行

度

ってい
る旨の証明書」

事

交付事務の効率化を図

務

ることができた。

事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040101 農業委員会事務
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 農業委員会事務局 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 農業委員会等に関する法律、東久留米市農業委員会の委員の定数条例、東久留米市農業委員会会議規則、東久留

米市農業委員会事務処理規程

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 ■ 対象 平成25年度 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

農業者及び農地・農業に関わる市民・農業委員
対象

事業内容 農地に関する各種届出や申請の受理を行い、総会の議事に付して証明書等を発行する。

・ 農地の管理について監視、指導等を行う。

活動手段

目的 農地法の届け出について、適切な処理を行う。また、市内に残る農地について、適正に管理されるよう監視と指

・ 導を行い、農地の保全につなげる。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 総会開催回数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

12 12 12

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 8,023 8,036 7,968

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 1,313 1,272 1,262

（実績額）」に その他 5 4 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 6,705 6,760 6,706

人件費



率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
農業会議をはじめ、各団体からの招集や出席依頼に伴い、当該団体が定める方法に 次年度以降も引き続き各団体からの招集や出席依頼に伴
よって会議、会合に出席するため、業務フローの改善及び制度改正に余地があると い、当該団体が定める方法によって参画していく一方、
は言えないものの、今後加速するであろう会議のオンライン化に向けて、積極的に オンライン参加による業務の効率化も並行して検討して
活用できるよう準備をしていく必要がある。 いくこととする。

効率性 ５ 達成度 ３

説明
令和２年度は全ての会議、会合等が書面開催もしくはオンライン開催となったため
、会議出席に伴う交際費の支出が発生しなかった。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040102 農業委員会会長交際事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 農業委員会事務局 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）農業委員会交際費運用基準

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

農業委員会会長
対象

事業内容 会長の出席すべき会議・会合・事業等をスケジュール調整し、会長の行う交際活動、情報発信・収集活動を支援

・ する。また、業務上必要な経費を支出する。

活動手段

目的 農業委員会の関係団体・者との良好関係を保ち、情報交換等を進める。情報提供や意見交換を行い、都市農業へ

・ の理解・関心を高め、農地の保全に貢献する。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 出席した会議・会合・事業の回数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

7 7 7

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 70 68 0

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 70 68 0

人件費（理論値）②　（千円） 54 57 54

トータルコスト①＋②　（千円） 124 125 54

単位当たりコスト　（円） 17,714 17,857 7,714

目標達成



ト①＋②　（千円） 311 326 258

単位当たりコスト　（円） 622 652 516

目標達成率　（％） 0 0 0

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
農業委員からの寄稿を除き、農地に関する有益な情報提供等については職員が記事 生産緑地制度の大きな転機となる２０２２年問題を控え
及びレイアウトを制作し、最小限の費用で事業を実施しているため、業務フローの 、農業の保護のほか、固定資産価格の急激な下落等を防
改善及び制度改正の余地はない。 ぐため、これまで以上に農業委員会の役割は重要なもの

になってくると思われる。
農業委員会だよりは、農業委員会にとって最大の情報提
供媒体となるため、引き続き有益な情報を提供するとと
もに、引き続き日常の農業委員会活動を行うことで、両
輪として都市農地の保全を図って行くこととする。

効率性 ５ 達成度 １

説明
市民や農業者に対し、農業委員会だよりを通じて農地・農業に関する情報提供を行
っているが、結果として相続税の猶予期限が確定する案件が発生してしま

　

った。

令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040103 農業委員会だより発行事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 農業委員会事務局 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 農業委員会等に関する法律、東久留米市農業委員会の委員の定数条例、東久留米市農業委員会会議規則 、東久

留米市農業委員会事務処理規程

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

農業者・市民等
対象

事業内容 農業委員会だより編集委員と農業委員会事務局が中心となり、年1回農業に関する情報誌を発行する。

・

活動手段

目的 農業委員会の活動内容や都市農業をとりまく環境の問題、農業を営む上での注意事項や助言、品評会や功労者表

・ 彰の受賞報告等を農業者と市民に広く伝える。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 発行部数 単位 部

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

500 500 500

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 納税猶予期限が確定した数（相続を除く） 単位 件

指標の種類 減少を目指す指標 現年度目標値 0

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 0 0 0

実績値 1 2 1

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 45 45 45

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 45 45 45

人件費（理論値）②　（千円） 266 281 213

トータルコス



4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
東京都農業会議が定める方法によって会議に出席し、旅費を支払う。また、業務フ 東京都農業会議が開催する各種研修や情報交換会は、農
ローの改善及び制度改正に余地があるとは言えないものの、今後加速するであろう 業・農地に関する施策や動向等をいち早入手する役割を
会議のオンライン化に向けて、積極的に活用できるよう準備をしていく必要がある 果たす貴重な場となっている。また、令和３年度からは
。 オンライン会議開催も増加していることから、今後につ

いてもオンラインを中心として積極的に会議に参加する
こととする。

効率性 １ 達成度 ３

説明
緊急事態宣言等に伴い会議が激減したことにより効率性が低下したものの、開催さ
れた会議には原則として参加している。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040104 東京都農業会議参画事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 農業委員会事務局 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

農業者、農業委員
対象

事業内容 農業委員及び農業委員会事務局職員に対する研修事業、情報提供、研修会、情報・意見交換等実施

・

活動手段

目的 都市農業を取り巻く環境変化や法改正に伴う事務の実施方法の研修。各市農業委員会の事務執行状況の情報交換

・ 。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 研修会等参加回数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

30 30 15

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 506 489 485

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 506 489 485

人件費（理論値）②　（千円） 1,308 1,379 1,330

トータルコスト①＋②　（千円） 1,814 1,868 1,815

単位当たりコスト　（円） 60,467 62,267 121,000

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和



方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
北多摩地区１７市の農業委員会により構成され、とりわけ多摩地域が抱える都市農 多摩地域特有の課題解決のほか、複数の行政区域に農地
業に関する課題について議論・研究する組織である。本事業は、北多摩地区連合会 を所有している農家も多く、本連合会の活動を通じ、各
において定めた方法によって会議に出席し、旅費を支払う。また、業務フローの改 農業委員会の連携をスムーズに行う必要がある。
善及び制度改正に余地があるとは言えないものの、今後加速するであろう会議のオ また、令和２年より農業経営基盤強化促進法の基本要綱
ンライン化に向けて、積極的に活用できるよう準備をしていく必要がある。 が改正され、市町村同士の更なる広域連携が必要となっ

たことから、引き続き本連合会活動を通じた情報共有及
び課題整理に取り組んでいく。

効率性 １ 達成度 ３

説明
緊急事態宣言等に伴い会議が減少したことにより効率性が低下したものの、原則と
して招集のあった会議には参加している。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040105 北多摩地区農業委員会参画事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 農業委員会事務局 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

農業委員及び農業委員会事務局職員
対象

事業内容 連合会加盟負担金の支出、研修講習会、地区検討会への参画

・

活動手段

目的 都内農業委員会のうち、北多摩地区で連合組織を形成し、各種事業を行うとともに、情報交換等を行っている。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 北多摩地区連合会事業参加回数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

5 5 3

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 169 159 75

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 169 159 75

人件費（理論値）②　（千円） 1,330 1,402 1,330

トータルコスト①＋②　（千円） 1,499 1,561 1,405

単位当たりコスト　（円） 299,800 312,200 468,333

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の



目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
東京都内の自治体のうち、正会員３１団体と賛助会員７団体で構成される。本協議 農の風景育成地区制度の導入や世界都市農業サミットの
会の事務局は、永続的に練馬区が行っており、また、本協議会での実施事業は年に 開催など、極めて先進的な都市農業施策を展開している
一度開催される総会によって決定されるため、業務フローの改善及び制度改正の余 練馬区を中心として、引き続き本協議会を通じ、国、東
地はない。 京都への予算要望や情報共有等を図っていく。

効率性 ５ 達成度 ３

説明
令和２年度は、新型コロナウイルス感染拡大に伴い各種事業が中止になるとともに
、総会も書面開催となったため、負担金・旅費ともに発生しなかった。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040106 農政事務連絡会議参画事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 産業政策課　農政係 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

農政事務に従事する職員
対象

事業内容 都市農業の振興行政を研究する都市農地保全推進自治体協議会や農林水産省関東農政局が開催する研修事業、情

・ 報提供事業、東京都農業会議が開催する都市農業の振興のための研修会、情報・意見交換会参加。

活動手段

目的 都市農業振興のための事業説明会を始め、情報交換会や研修に参加し、本市の農業振興施策推進に役立てている

・ 。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 会議参加回数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

27 27 15

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 24 23 0

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 24 23 0

人件費（理論値）②　（千円） 2,969 3,131 665

トータルコスト①＋②　（千円） 2,993 3,154 665

単位当たりコスト　（円） 110,852 116,815 44,333



08 665

トータルコスト①＋②　（千円） 1,687 1,718 1,775

単位当たりコスト　（円） 76,682 78,091 126,786

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
生産する農産物や営農方法等７団体から構成される本協議会では、本補助金を効果 都市農地を保全するためには、生産する農産物や営農方
的に活用し、各団体が抱える課題を解消するための研修会やイベントを実施してお 法等個別の事案に沿った、現場単位での研究、対応が必
り、活動に成果が伴っていると認められることから、業務フローの改善及び制度改 要となる。今後についても本協議会の活動を支援し、都
正の余地はない。 市農地の保全と農業の活性化を図っていく。

効率性 １ 達成度 ３

説明
令和２年度は新型コロナウイルス感染拡大により、事業の実施回数に影響が出たが
、状況に応じた工夫をしながら事業を実施したことで、実施した全ての事業におい
て成果が認められた。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040107 農業関係団体活動支援事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 産業政策課　農政係 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 (市）農業連絡協議会補助金交付要綱

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

東久留米市農業連絡協議会（市内農業者関連団体が加入する協議会）
対象

事業内容 東久留米市農業連絡協議会に加入する団体がおこなう補助対象事業の経費の一部を補助する。

・

活動手段

目的 都市農業の振興を目的に、市内農業者関連団体が行う事業（研修・講習会、社会貢献活動、品評会出品、先進地

・ 視察等）に必要な経費を補助する。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 補助対象事業実施回数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

22 22 14

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 事業の効果があったとする事業報告数÷補助事業実施回数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 1,110 1,110 1,110

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 1,110 1,110 1,110

人件費（理論値）②　（千円） 577 6



6,416 6,530 5,856

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
減農薬や環境に配慮した営農において主流となる性フェロモン剤と生分解マルチシ 本補助金の活用は、持続可能な都市農業を維持すること
ートの購入を補助する制度であり、業務フローの改善及び制度改正の余地はない。 に寄与しており、ＳＤＧｓの目標である「持続可能な消

費と生産のパターンを確保」を達成するためにも、引き
続き本事業を実施していく必要がある。

効率性 ４ 達成度 ３

説明
令和２年度は、前年度と同額にて延べ５５名、２１６件の事業実施を支援したため
、効率性が向上した。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040108 環境保全型農業推進支援事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 産業政策課　農政係 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 (市）環境保全型農業推進事業補助金交付要綱

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

農業者
対象

事業内容 農業生産者が使用する生分解マルチシート及び性フェロモン剤の購入に係る経費の一部を補助する。

・

活動手段

目的 微生物が分解できるマルチシートと農薬に代わる害虫防除法である性フェロモン剤利用により、環境に優しい農

・ 業を促進する。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 補助事業実施回数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

166 185 216

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 環境保全型農業を実施した農地面積数 単位 アール

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 300

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 未設定 未設定 未設定

実績値 未把握 未把握 308

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 488 600 600

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 488 600 600

人件費（理論値）②　（千円） 577 608 665

トータルコスト①＋②　（千円） 1,065 1,208 1,265

単位当たりコスト　（円）



ある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
生態系の保持と食の安全を目的として、市の営農団体により購入された有機質堆肥 本補助金を活用は、環境保全と食の安全確保に寄与して
の費用の一部を補助する制度であり、業務フローの改善及び制度改正の余地はない おり、ＳＤＧｓの目標である「食料の安定確保と栄養状
。 態の改善を達成するとともに、持続可能な農業の推進」

を達成するためにも、引き続き本事業を実施していく必
要がある。

効率性 ５ 達成度 ３

説明
令和２年度は５０戸の補助を行うなど、年々本事業が浸透し、利用する市内農家が
増加したことにより効率性が向上した。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040109 有機農業推進支援事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 産業政策課　農政係 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 市）有機農業推進事業補助金交付要綱

補助事業 ■ 該当 ■ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

有機質堆肥の購入営農団体
対象

事業内容 東久留米市の営農団体が有機質堆肥を購入する際の補助

・

活動手段

目的 有機・低農薬農業を育成する

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 補助を利用して有機質堆肥を購入した農家数 単位 戸

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

45 39 50

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 事業を実施し、農産物の品質が向上したと回答した農家の割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 700 700 700

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 700 700 700

人件費（理論値）②　（千円） 231 243 266

トータルコスト①＋②　（千円） 931 943 966

単位当たりコスト　（円） 20,689 24,179 19,320

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地が



014 931

トータルコスト①＋②　（千円） 1,062 1,114 961

単位当たりコスト　（円） 88,500 85,692 96,100

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
認定農業者は、農業経営基盤強化促進法に基づき、東久留米市長に農業経営改善計 東久留米市の農業振興に欠かすことのできない中核農家
画を認定された農業者等であり、東久留米市農業基本構想における中核的農家と位 にて組織されている「認定農業者の会」では、市からの
置づけられている。 補助金を受け、都市農地が抱える課題等について自主的
本補助金については、市内の認定農業者で構成される「認定農業者の会」で処理さ に調査研究するとともに、各種事業を展開している。
れていることから、業務フローの改善及び制度改正の余地はない。 とりわけ、同会にて年２回開催されている「農産物即売

会」は市民からも非常に高い評価をいただいており、市
民が「農」に触れる絶好の機会となっていることから、
市民と農業

　

を繋ぐためにも、引き

令

続き同会の活動を支援

和

効率性 ２ 達成度 ３ して

3

いく必要がある。

説明

年

令和２年度については

度

、農業経営改善計画の

事

認定に係る意向を複数

務

件受けていたが
、タイ

事

ミング等農家個々の事

業

情で見送ることとなっ

評

た。

価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040110 認定農業者補助事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 産業政策課　農政係 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 (市）認定農業者補助金交付要綱

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

東久留米市認定農業者の会
対象

事業内容 認定農業者の会は、都市に残る貴重な農地とそこで生産される農産物をＰＲし、都市農業の発展と市民理解の醸

・ 成を目指して農産物販売事業や講演事業、都市農業ＰＲ事業、視察研修事業等の開催といった事業を展開してい

活動手段 る。市は、認定農業者の会が実施する事業に必要な経費の一部を補助している。

目的 認定農家が行う事業に対して支援措置を講じるもの

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 事業の実施回数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

12 13 10

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 新たに農業経営改善計画の認定を受けた農家戸数 単位 戸

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 3

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 未設定 未設定 未設定

実績値 13 2 0

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 100 100 30

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 100 100 30

人件費（理論値）②　（千円） 962 1,



①＋②　（千円） 6,867 8,896 8,510

単位当たりコスト　（円） 12,693 16,945 16,752

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
農地の貸借に関しては法令により強い規制がかかっていることから、業務フローの 令和２年度末は、農園の閉園に伴い区画数が減少した。
改善及び制度改正の余地はない。 旧利用者から早期の新規開設を求める声もあがっている

とともに、多くの市民から農園新規利用を希望する内容
の相談を受けている。
市民が農業とふれあい、農地や農業に対する理解を促進
することは、農地と宅地が密集する都市農業にとって必
要不可欠な要素であり、引き続き本事業を継続していく
必要がある。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
令和２年度は、新規開園工事１件と農園の返還工事１件が発生したことにより、前
年度ベースの事業費となった一方、用意する区画は全て使用されていることから、
昨年度に続き目標を達成している。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040111 市民農園運営事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 産業政策課　農政係 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）東久留米市市民農園設置運営要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

東久留米市に住所を有し、耕作に可能な土地を持たず園芸に熱意のある者
対象

事業内容 農地を借り上げて区画を作り市民農園として希望者に提供する。

・

活動手段

目的 市民が園芸を通じて土に親しみ、家族ぐるみで生産の喜びを味わい、また市民相互の交流を深めて豊かな余暇生

・ 活を実現するため

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 利用している世帯数（３月３１日時点） 単位 戸

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

541 525 508

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 利用されている区画割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 2,879 4,691 4,521

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 2,879 2,402 2,500

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 2,289 2,021

人件費（理論値）②　（千円） 3,988 4,205 3,989

トータルコスト



①＋②　（千円） 1,873 1,969 399

単位当たりコスト　（円） 936,500 984,500 －

目標達成率　（％） 120%以上 120%以上 0

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
平成２９年度に市、農協、商工会において協議を行い、事務分担と補助金の支出に 新しい日常において、市民みんなのまつりの開催方法に
ついて大幅に見直した経緯がある。これに伴い、市の歳出と事務負担が大幅に減少 ついて議論がなされており、今後は、議論の推移を見守
したことから、現段階での業務フローの改善及び制度改正の余地はない。 りながら、市内最大の集客イベントとして引き続き事業

を実施していく。

効率性 ３ 達成度 １

説明
令和２年度は新型コロナウイルス感染拡大に伴い、市民みんなの祭り連絡協議会に
おいて中止の決定がされた。これにより目標達成度が大きく下回ったものである。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040112 市民みんなのまつり（農業祭）補助事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 産業政策課　農政係 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 (市）東久留米市市民みんなのまつり（農業祭）補助金交付要綱

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 (改正実施年度 平成29年度) 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 ■ 対象 平成25年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民、農業者（東久留米市市民みんなのまつり実行委員会）
対象

事業内容 ＪＡ東京みらいと東久留米市商工会が隔年で実施する市民まつり（市後援）への補助金支出

・

活動手段

目的 まつりをとおして、市民に市内の農業をＰＲし、各種イベント等により市民老若男女に楽しんでもらう。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 開催日数 単位 日

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

2 2 0

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 来場者数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 30,000

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 30,000 30,000 30,000

実績値 42,300 48,300 0

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 100 100 0

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 100 100 0

人件費（理論値）②　（千円） 1,773 1,869 399

トータルコスト



0

人件費（理論値）②　（千円） 2,659 468 1,995

トータルコスト①＋②　（千円） 31,509 468 17,467

単位当たりコスト　（円） 3,938,625 － 3,493,400

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 廃止(完了･統合含む)

説明 総合評価（課題・方向性）
令和３年からは補助対象施設等内容を若干変更したうえ、事業を「振興施設整備事 令和３年からは補助対象施設等内容を若干変更したうえ
業」に継承していくこととなっている。 、事業を「振興施設整備事業」に継承していくこととな
引き続き本事業の実施により、都市農業が持つ多面的機能を発揮するとともに、農 っている。
家個々の稼ぐ力を強化していく。 引き続き本事業の実施により、都市農業が持つ多面的機

能を発揮するとともに、農家個々の稼ぐ力を強化してい
く。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
令和２年度は５名の農業者と、東京みらい農業協同組合から補助申請があり、生産
施設や農畜産用機械等の補助を行った。受益者はそれぞれ補助事業

　

の成果があげら
れてお

令

り、事業の目的は達成

和

された。

3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040113 都市農業活性化支援事業補助金
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 産業政策課　農政係 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期 令和2年度

根拠法令等 （都）都市農業活性化支援事業実施要綱、（都）都市農業活性化支援事業費補助金交付要綱

（市）令和２年度東久留米市都市農業活性化支援事業補助金交付要綱

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ ■ 該当 ■ 上乗せ □ 横出し

特定財源 ■ 該当 廃止予定の有無 ■ 該当 (廃止年度 令和2年度)

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

東久留米市内で農業を営む者、東久留米市内の農業協同組合等
対象

事業内容 生産性や品質の向上に必要な農業用施設整備に対する補助金の交付

・

活動手段

目的 農業者が所得向上を目指して設置する施設整備を支援する

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 補助を利用した農家数 単位 戸

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

8 0 5

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 事業の実施により所得及び生産量が増加した農家の割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 28,850 0 15,472

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 24,306 0 12,897

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 4,544 0 2,575
一般財源

一般財源 0 0



1,330 1,402 1,330

トータルコスト①＋②　（千円） 19,330 4,444 5,427

単位当たりコスト　（円） 1,933,000 4,444,000 2,713,500

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
東京都による要綱に基づき事業を構築しているため、業務フローの改善及び制度改 本事業の目的である「農地が有する多面的機能の発揮」
正の余地はない。 及び「地域環境に配慮した基盤整備」を達成し、都市農

業の振興を図るため、引き続き事業を継続していく必要
がある。

効率性 ５ 達成度 ３

説明
事業実施農家数が増加したことにより効率性が上昇した。また、事業実施に伴い、
補助を受けた農家について、生産量及び収入の増加等の効果が認められた。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040114 都市農地保全支援事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 産業政策課　農政係 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）東久留米市都市農地保全支援プロジェクト補助金交付要綱、

（都）都市農地保全支援プロジェクト実施要綱

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

東久留米市内で農業を営む者
対象

事業内容 防災に活用可能な施設の設置や生活環境に配慮した農業を営むための施設整備に対する補助

・

活動手段

目的 都市に残る貴重な農地を今後も次世代へ引き継いでいくため、防災時に活用可能な施設の整備や近隣住民への環

・ 境配慮等を行う。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 補助を利用した農家数 単位 戸

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

10 1 2

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 事業実施により保全された農地面積 単位 アール

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 未設定 未設定 未設定

実績値 690 28 173

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 18,000 3,042 4,097

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 16,874 2,912 3,840

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 257
一般財源

一般財源 1,126 130 0

人件費（理論値）②　（千円）



100,000 －

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
持続可能な都市農業を構築するうえで欠かすことのできない農業体験の場を設けた 体験型農園は、市民農園とは異なり、農業者の指導の下
農家に対し、必要な経費を補助する事業である。東久留米市農業振興計画にも位置 プロの農業を体験できるとともに、市民と都市農業を繋
づけられた重要な事業であるとともに、農家の意向に大きく左右される事業である ぐ極めて貴重な場となっている。先進的な農業施策を展
ため、業務フローの改善及び制度改正の余地はない。 開する練馬区から始まった本事業は全国的に需要が増加

しており、今後も事業を継続していく必要がある。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
令和２年は体験型農園開設の要望がなかったため事業を実施していない。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040115 体験型農園補助事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 産業政策課　農政係 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）東久留米市体験型農園事業補助金交付要綱

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

農業者
対象

事業内容 農業者が新たに体験型農園を開設する際に必要な経費のうち一部を補助する。

・

活動手段

目的 農業所得の向上に効果的といわれ、東久留米市農業振興計画においても開設を支援することが定められている体

・ 験型農園だが、新たな開設に際しては費用負担が大きいため、その経費を補助している。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 補助を利用して開設した農園の数 単位 園

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

1 1 0

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 利用されている区画割合 単位 %

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 未設定 未設定 未設定

実績値 未把握 未把握 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 73 53 0

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 73 53 0

人件費（理論値）②　（千円） 45 47 0

トータルコスト①＋②　（千円） 118 100 0

単位当たりコスト　（円） 118,000



の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
東久留米市農業振興計画推進のため、振興計画推進協議会及び推進委員会を設置し 本計画の中間見直しに伴い、時点による数値の修正と、
、農業者や市民を主体に進捗管理と評価を行っているため、業務フローの改善及び この間の法改正を踏まえた目標等の再設定を行った。と
制度改正の余地はない。 りわけ、平成３０年に施行された都市農地の貸借の円滑

化に関する法律により、新たな方策を用いて都市農地の
保全を図ることとなり、本計画中間見直しの重点事業に
も位置づけた。引き続き同法の活用を検討しながら、本
計画に基づく農業振興を図って行く必要がある。

効率性 １ 達成度 ３

説明
令和２年度は協議会と委員会において本計画の中間見直しを実施したため、会議回
数の増加に伴いコストが上昇した。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040116 農業振興計画推進事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 産業政策課　農政係 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）東久留米市農業振興計画推進協議会設置要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン ■ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民、農業者
対象

事業内容 東久留米市農業振興計画を推進していくため、振興計画推進協議会と推進委員会を設置して協議をおこない、中

・ 間報告会等を開催している。

活動手段

目的 平成２８年３月に策定した東久留米市農業振興計画を推進していく事業

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 年度内に開催した協議会、推進委員会、報告会の開催回数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

3 2 8

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 42 6 629

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 42 6 629

人件費（理論値）②　（千円） 133 141 665

トータルコスト①＋②　（千円） 175 147 1,294

単位当たりコスト　（円） 58,333 73,500 161,750

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善



,925 3,364 2,859

トータルコスト①＋②　（千円） 3,761 4,371 3,437

単位当たりコスト　（円） 150,440 182,125 214,813

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
平成30年より第6期地域産業推進協議会が発足し、12名の委員が選出された。協議 令和２年度は、新型コロナウイルス感染拡大の影響で、
会は、「イベント推進事業部会」「情報発信推進事業部会」「新産業推進事業部会 限られた状況での会議運営となった。緊急事態宣言発令
」の3部会において、それぞれの特性に見合った議論・検討がされており会議は委 により中止となった「ブラック・ジャック＆ピノコ像完
員が進行することとしているため、業務フローに改善の余地はない。　　　　　　 成除幕式」では事業部会の枠を超えて、プロジェクトチ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ームを結成し議論を行った。イベントは中止となったが
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 、令和３年度よりスタートする第７期協議会のあり方と

して一つのモデルとなった。第７期協議会では、地域風
土を理解し、東久留米の未来を思う人材を中心に構成さ

効率性 ２

　

達成度 ３ れ、地域を思

令

う人と事業者を繋ぐハ

和

ブとしての役割を果
た

3

していくことが期待さ

年

れる。
説明

令和2年度

度

については、新型コロ

事

ナウイルス感染拡大防

務

止のため、予定してい

事

た会
議及びイベントが

業

中止や延期となったた

評

め効率性が下がった。

価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040117 地域産業推進協議会運営事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 産業政策課　振興企画係 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 東久留米市地域産業推進協議会設置要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

農業及び商工業のほか、市の資源を生かした観光、教育、文化及びスポーツ事業
対象

事業内容 農業関係者、商工業関係者及び有識者からなる協議会を設置し、産業政策事業の構想、企画及び推進を行う。ま

・ た、東久留米市地域産業振興懇談会で提案された内容に基づいた構想の企画及び推進を行う。

活動手段

目的 各関係機関、諸団体等が相互のつながりを強化しながら、協働することにより、市内の農業者及び商工業者の事

・ 業が活性化することを目的とする。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 会議開催回数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

25 24 16

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 836 1,007 578

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 82 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 754 1,007 578

人件費（理論値）②　（千円） 2



,000 2,299,000 －

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
本事業は新たな都市農地を創出するための根幹となる補助事業であるとともに、東 本事業は、都市農地保全支援プロジェクトや都市農地振
京都による実施要綱に基づき実施するため、業務フローの改善及び制度改正の余地 興施設整備事業等の間接的に都市農地を保全する事業と
はない。 は異なり、直接的に新たな農地を創出する唯一の補助事

業であるため、引き続き本事業を実施していく必要があ
る。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
令和２年度は活用の要望がなかったため、事業未実施となった。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040118 農地の創出・再生支援事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 産業政策課　農政係 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）東久留米市農地の創出・再生支援事業補助金交付要綱、

（都）農地の創出・再生支援事業実施要綱

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

農業者
対象

事業内容 農業者が宅地・雑種地を農地として新たに整備する場合に必要な基礎撤去、除礫、深耕等の費用を助成する。

・

活動手段

目的 農地面積の減少を食い止めるため、農地を新たに整備して農作物生産を行う農業者を支援する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 補助事業実施回数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

1 2 0

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 新たに創出された農地面積 単位 アール

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 5

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 未設定 未設定 未設定

実績値 1 12 0

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 3,545 3,663 0

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 3,545 3,663 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 444 935 0

トータルコスト①＋②　（千円） 3,989 4,598 0

単位当たりコスト　（円） 3,989



） 0 1,402 2,708

単位当たりコスト　（円） － － 2,708,000

目標達成率　（％） － － 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 廃止(完了･統合含む)

説明 総合評価（課題・方向性）
激甚災害に指定された令和元年台風１５号により被災した農業者に対し、農業施設 令和元年度（執行は繰越により令和２年度）は、１戸の
の撤去や修繕等について国、都、市の三者で補助を行う仕組みとなっており、その 農家より被害の報告及び補助金交付申請があった。
事業は国の実施要綱に準じて制度を構築するため、業務フローの改善及び制度改正 本事業は令和元年台風１５号による影響に限定されたも
の余地はない。 のであるため、本年度をもって事業を廃止する。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
令和元年度予算を繰越し、事業を実施したことにより効率性が低下したが、事業単
体で見れば、効率性、達成度に問題はない。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040119 強い農業・担い手づくり総合支援補助事業（被災農業者支援型）
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 産業政策課　農政係 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期 令和2年度

根拠法令等 （市）令和元年度東久留米市強い農業・担い手づくり総合支援事業補助金（被災農業者支援型）交付要綱

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

令和元年台風１５号で被災した農業者
対象

事業内容 令和元年台風１５号で被災した農業施設の修繕にかかる費用の１０分の６以内を補助金として交付する。

・

活動手段

目的 令和元年台風１５号で被災した農業施設の修繕を支援する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 補助を受けた農家数 単位 戸

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

未実施 0 1

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 事業の実施により農業所得が増加した農家割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 未設定 未設定 100

実績値 未実施 0 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 0 0 713

国 0 0 357

上記「事業費 特定財源 都 0 0 178

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 178
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 0 1,402 1,995

トータルコスト①＋②　（千円


